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                        資料２  

 

農山村地域調査（農業集落調査）の廃止について 

 

 

１ 前回 2020 年農林業センサスの農業集落調査については、

市町村等から全国約 14 万の農業集落の調査対象者（農業集

落の事情に精通している者）に関する情報提供を受けるなど

して調査対象者名を把握した上で、 

① 民間事業者が往復郵送調査により調査を実施し、 

② 郵送調査で回答が得られなかった調査対象者に対して

は、地方農政局が統計調査員を活用して調査票を回収 

③ 統計調査員でも回答が得られなかった調査対象者や、

調査対象者が特定できなかった農業集落等については、

地方農政局職員が調査を実施 

する調査方法により調査を実施しました。 

 

２ 特に、 

① 近年、各自治体が定める個人情報保護条例により、調

査対象者名（農業集落の事情に精通している者）の把握

自体が困難となっており、 

② 前回 2020 年農林業センサスでは、 

ア 450 市町村（約５万集落）について調査対象者名の

情報提供が受けられなかったため、 

イ このうち約４万４千集落について地方農政局の職員

が農業関係団体等に情報提供を働き掛ける等して調査

対象者名を把握し、 

ウ それでも調査対象者が把握できなかった６千以上の

集落については、地方農政局の職員が調査対象者を探
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し出したり、市町村職員等に調査をお願いして何とか

全数調査を実施しました。 

 

３ 一方で、農業集落調査結果については、これまで日本型直

接支払制度の政策評価等に活用されてきましたが、こうした

農業集落の実情については、農林業センサスの農林業経営体

調査結果を農業集落別に編集した「地域の農業を見て・知っ

て・活かすＤＢ（2016 年農林水産省ＨＰで運用開始）」を活

用することによって詳細に把握・分析することが可能となっ

ています。（資料２－１、２参照） 

 

４ このような事情を踏まえ、第１回研究会（７月 28 日開催）

において、次回 2025 年農林業センサスの農業集落調査を廃

止する方針を示したところです。 

 

５ なお、第１回研究会において、委員から農業集落調査の廃

止を代替する方法として、 

①市町村を調査対象とした統計調査に変更 

②市町村に委託した統計調査に変更 

③調査対象者を多面的機能支払交付金制度の参加組織の代

表者に変更 

④農林業経営体調査対象者の中から農業集落精通者を選定

する方法に変更 

⑤例えば 10 集落単位、旧市町村単位、学校区単位などまと

まった単位で農業集落精通者を設定する方法に変更 

等により、調査方法を変更することができないかとの意見が

出されましたが、いずれも農業集落調査を代替する統計調査

の手法としては適切ではないと考えています。（資料２－３

参照） 


